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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第60期
第２四半期
累計期間

第61期
第２四半期
累計期間

第60期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (百万円) 38,547 42,298 79,606

経常利益 (百万円) 1,695 2,113 3,598

四半期(当期)純利益 (百万円) 939 1,232 2,026

持分法を適用した
場合の投資利益

(百万円) ― ― ―

資本金 (百万円) 5,368 5,368 5,368

発行済株式総数 (株) 15,943,000 15,943,000 15,943,000

純資産額 (百万円) 50,641 52,472 52,050

総資産額 (百万円) 61,901 64,516 64,964

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 59.70 78.31 128.75

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 35.00

自己資本比率 (％) 81.8 81.3 80.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,322 64 63

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △529 △608 △223

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △436 △595 △479

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 21,050 21,562 22,700

　

回次
第60期
第２四半期
会計期間

第61期
第２四半期
会計期間

会計期間
自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 34.37 42.41

(注) １　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」に

ついては記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、重要な関連会社がないため記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業

の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災以降一時的に停滞していた生産活動もサ

プライチェーンの立て直しなどにより回復の兆しが見えてまいりました。しかしながら、欧米の金融財政

問題を背景に円高の進行と新興諸国を含む世界的な経済の減速のほか、電力供給不足問題による国内産

業界への影響など、先行きは不透明な状況で推移いたしました。

当社を取り巻く機械器具関連業界においては、自動車関連をはじめとする製造業の生産体制が急回復

するのに伴って、受注も比較的堅調に推移いたしました。

このような状況下で、当社においては『設立60周年　第２の創業　価値観を見直し生まれ変わる年』を

基本方針として、刻々と変化する環境を直視し全社員が自らの価値観を変えて生まれ変わり、お取引先に

対する提供価値を見直し、営業展開を図ってまいりました。具体的には、お取引先ニーズの収集とそのソ

リューションを提案すべく、全社的な取り組みとして平成23年６月に東京ビッグサイトで開催された機

械要素技術展に続き、平成23年９月にポートメッセなごやで開催されたメカトロテックジャパン2011に

出展したほか、支店・営業所単位でも展示会を企画してまいりました。また当社Webカタログの製品情報

サイト及び商品カタログ名である『MEKASYS』を日伝ブランドとして浸透させるべくその情報サイト機

能の強化と、MEKASYS＝日伝としてマーケティング活動などにも取り入れ注力してまいりました。

設備面では、平成23年９月に手狭になっておりました西淀営業所の移転を行うとともに、北大阪営業所

に名称を変更いたしました。

この結果、当第２四半期累計期間におきましては、売上高422億９千８百万円（前年同期比9.7％増）、

営業利益20億２千７百万円（前年同期比25.9％増）、経常利益21億１千３百万円（前年同期比24.7％

増）となり、四半期純利益につきましては、12億３千２百万円（前年同期比31.2％増）と増収増益となり

ました。
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(2) 財政状態の分析

当第２四半期末における総資産は、前事業年度末に比べ４億４千７百万円減少し、645億１千６百万円

となりました。流動資産は、前事業年度末に比べ３億３千５百万円減少し、477億２千３百万円となりまし

た。これは、現金及び預金が11億２千５百万円減少、商品が４億９千１百万円増加、受取手形及び売掛金が

３億７千６百万円増加したこと等によるものであります。

固定資産は、前事業年度末に比べ１億１千１百万円減少し、167億９千３百万円となりました。これは、

有形固定資産が２億２百万円減少、投資その他の資産が１億３千４百万円増加したこと等によるもので

あります。

当第２四半期末における負債合計は、前事業年度末に比べ８億６千９百万円減少し、120億４千４百万

円となりました。流動負債は、前事業年度末に比べ７億８千４百万円減少し、92億６千２百万円となりま

した。これは、支払手形及び買掛金が３億８千１百万円減少、未払法人税等が３億５千７百万円減少した

こと等によるものであります。

固定負債は、前事業年度末に比べ８千４百万円減少し、27億８千１百万円となりました。

純資産合計は、利益剰余金が６億８千１百万円増加したこと等により前事業年度末に比べ４億２千２

百万円増加し、524億７千２百万円となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前事業年度末に比

べ11億３千８百万円減少し215億６千２百万円となりました。

　
当第２四半期累計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は、６千４百万円（前年同期において使用した資金13億２千２百万円）

となりました。これは主に、税引前四半期純利益が20億８千７百万円あったものの、法人税等の支払額が

12億１千２百万円、たな卸資産の増加が４億９千万円あったこと等によるものであります。

　
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は、６億８百万円（前年同期において使用した資金５億２千９百万円）

となりました。これは主に、定期預金の預入による支出が５億２千万円あったこと等によるものでありま

す。

　
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は、５億９千５百万円（前年同期において使用した資金４億３千６百万

円）となりました。これは、配当金の支払額が５億５千１百万円あったこと等によるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 63,000,000

計 63,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年11月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,943,000 15,943,000
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株で
あります。

計 15,943,000 15,943,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年９月30日 ─ 15,943,000 ─ 5,368 ─ 6,283
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(6) 【大株主の状況】

平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日伝共栄会 大阪市中央区上本町西一丁目２番16号 1,494 9.37

西　木　利　彦 奈良県奈良市 1,408 8.83

西　木　　　進 奈良県奈良市 743 4.66

日伝仕入先持株会 大阪市中央区上本町西一丁目２番16号 707 4.43

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 600 3.76

株式会社百十四銀行 香川県高松市亀井町５－１ 541 3.39

有限会社ニシキ興産 奈良県奈良市鳥見町１－３－２ 523 3.28

日伝従業員持株会 大阪市中央区上本町西一丁目２番16号 468 2.93

西　木　利　博 兵庫県西宮市 372 2.33

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２－２－１ 335 2.10

計 ― 7,194 45.12
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 205,700

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

15,735,200
157,352 ―

単元未満株式
普通株式

2,100
― ―

発行済株式総数 15,943,000― ―

総株主の議決権 ― 157,352 ―

(注)  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式40株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数(株)
他人名義

所有株式数(株)
所有株式数
の合計(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社日伝

大阪市中央区上本町西
一丁目２番16号

205,700 ─ 205,700 1.29

計 ― 205,700 ─ 205,700 1.29

　

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成23年７月１日から

平成23年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日まで)に係る四

半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２

項により、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみ

て、当企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度

に重要性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであり、会社間項目消

去後の数値により算出しております。

資産基準 0.5％

売上高基準 0.9％

利益基準 1.5％

利益剰余金基準 0.5％
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：百万円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 23,970 22,844

受取手形及び売掛金 ※
 19,460

※
 19,837

商品 4,082 4,574

その他 562 487

貸倒引当金 △17 △20

流動資産合計 48,059 47,723

固定資産

有形固定資産 9,589 9,386

無形固定資産 306 262

投資その他の資産

その他 7,027 7,163

貸倒引当金 △18 △19

投資その他の資産合計 7,009 7,143

固定資産合計 16,905 16,793

資産合計 64,964 64,516

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,743 7,362

未払法人税等 1,255 898

賞与引当金 479 494

その他 568 507

流動負債合計 10,047 9,262

固定負債

退職給付引当金 292 410

その他 2,573 2,371

固定負債合計 2,866 2,781

負債合計 12,914 12,044

純資産の部

株主資本

資本金 5,368 5,368

資本剰余金 7,283 7,283

利益剰余金 39,180 39,862

自己株式 △560 △560

株主資本合計 51,271 51,953

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 778 519

繰延ヘッジ損益 0 －

評価・換算差額等合計 778 519

純資産合計 52,050 52,472

負債純資産合計 64,964 64,516
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

売上高 38,547 42,298

売上原価 33,053 36,162

売上総利益 5,493 6,136

販売費及び一般管理費 ※
 3,882

※
 4,108

営業利益 1,610 2,027

営業外収益

仕入割引 159 174

その他 84 80

営業外収益合計 244 255

営業外費用

支払利息 41 39

売上割引 112 125

その他 6 5

営業外費用合計 160 170

経常利益 1,695 2,113

特別利益

投資有価証券売却益 － 6

特別利益合計 － 6

特別損失

固定資産処分損 42 3

投資有価証券評価損 － 29

その他 1 0

特別損失合計 44 32

税引前四半期純利益 1,650 2,087

法人税、住民税及び事業税 783 865

法人税等調整額 △71 △9

法人税等合計 711 855

四半期純利益 939 1,232
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 1,650 2,087

減価償却費 277 277

売上債権の増減額（△は増加） △2,394 △354

たな卸資産の増減額（△は増加） △797 △490

仕入債務の増減額（△は減少） 278 △314

その他 181 54

小計 △803 1,258

利息及び配当金の受取額 67 58

利息の支払額 △41 △39

法人税等の支払額 △544 △1,212

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,322 64

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △511 △520

有形固定資産の取得による支出 △72 △29

投資有価証券の取得による支出 △31 △64

投資有価証券の売却及び償還による収入 100 53

その他 △14 △46

投資活動によるキャッシュ・フロー △529 △608

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △393 △551

その他 △42 △43

財務活動によるキャッシュ・フロー △436 △595

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,288 △1,138

現金及び現金同等物の期首残高 23,339 22,700

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 21,050

※
 21,562
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【追加情報】

　
当第２四半期累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

　第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

※　受取手形裏書譲渡高

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成23年９月30日)

受取手形裏書譲渡高 5,624百万円 5,527百万円

　

(四半期損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　
前第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

荷造運搬費 148百万円 161百万円

従業員給与 1,518百万円 1,516百万円

賞与引当金繰入額 427百万円 494百万円

退職給付費用 199百万円 274百万円

福利厚生費 248百万円 281百万円

減価償却費 277百万円 277百万円

賃借料 243百万円 239百万円

貸倒引当金繰入額 20百万円 3百万円

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、

次のとおりであります。

　
前第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

現金及び預金 21,301百万円 22,844百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △251百万円 △1,282百万円

現金及び現金同等物 21,050百万円 21,562百万円
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(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月18日
定時株主総会

普通株式 393 25.00平成22年３月31日 平成22年６月21日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

当第２四半期累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月24日
定時株主総会

普通株式 550 35.00平成23年３月31日 平成23年６月27日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

(セグメント情報等)

 【セグメント情報】

 　Ⅰ  前第２四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

当社の事業は、動力伝導機器、産業機器、制御機器等の機械設備及び機械器具関連商品の販売の単一事

業であります。従いまして、開示対象となるセグメントがないため記載を省略しております。

　

　 Ⅱ  当第２四半期累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

当社の事業は、動力伝導機器、産業機器、制御機器等の機械設備及び機械器具関連商品の販売の単一事

業であります。従いまして、開示対象となるセグメントがないため記載を省略しております。

　

(金融商品関係)

金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。
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(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期会計期間末の契約額等は、前事業年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

　

(持分法損益等)

前第２四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

当第２四半期累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日)

 １株当たり四半期純利益金額 59円70銭 78円31銭

  (算定上の基礎) 　 　

 四半期純利益金額(百万円) 939 1,232

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

 普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 939 1,232

 普通株式の期中平均株式数(千株) 15,737 15,737

 (注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 　

　

　
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年11月10日

株式会社　日　伝

取締役会  御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    小　　川　　佳　　男    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    堀　　　　　裕　　三    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社日伝の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第61期事業年度の第２四半期会計期間(平成23年

７月１日から平成23年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日ま
で)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算
書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半
期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に
対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当
と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日伝の平成23年９月30日現在の財政状態並び
に同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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